



























































　わが国では、平成 11（1999）年 4 月 1 日以降に始まる事業年度より、税効果会計が強
制適用されたが、平成 11（1999）年 4 月 1 日以前に始める事業年度に対しても任意適用






　平成 14（2002）年 10 月に、金融庁から公表された「金融再生プログラム―主要行の不
良債権問題解決を通じた経済再生―」による金融監督基準の厳格化の結果として、平成
15（2003）年 5 月、りそな銀行は、政府に対して預金保険法第 102 条第 1 項第 1 号に基づ
く資本注入の申請をした 3）。政府・日本銀行による金融危機対応会議において、同行の申
請は承認され、1 兆 9,660 億円の公的資金注入と同行に対する早期是正措置・業務改善命
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20X1 年度、20X2 年度ともに 3,000 万円である。20X1 年度に税法上の限度額を超えて 1,000
万円の貸倒引当損を計上する。この 1,000 万円は税務上で損金として認められていない。
　20X2 年度に前述の 1,000 万円の貸し倒れが実際に生じ、税務上で確定した。なお、税
率は 20X1 年度、20X2 年度とも 40％とする。





税額 1,600   800
表1　納税申告書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：万円）
− 156 −
島根県立大学『総合政策論叢』第 27 号（2014 年 3 月）
　まずは、A 社が 20X1 年度、20X2 年度に支払わなければならない法人税の金額
を算出する。
　20X1 年度の課税所得金額は 3,000 万円に税法上で損金と認められていない貸倒引当損
1,000 万円を加えた 4,000 万円である。税率が 40％であることから、納税額は 1,600 万円
（=4,000 万円× 40%）となる。
　一方、20X2 年度の課税所得金額は 3,000 万円に当年度損金として認められた 1,000 万円









　この設例に従えば、税引前利益 3,000 万円の 40% にあたる 1,200 万円を財務会計上で計




　表 2 によれば、税効果会計を適用しない場合は、20X1 年度と 20X2 年度の利益前当
期純利益が、3,000 万円と同額であるのに対して、その法人税は 20X1 年度 1,600 万円、
　20X1 年度決算
（単位：万円）
（借方）法人税 1,600 （貸方）未払法人税 1,600
　20X2 年度決算



























Standards Board；以 下,「FASB」 という）、 国 際 会 計 基 準（International Accounting 
Standards；以下,「IAS」という）にも採用されており、広く国際的に普及している。
　米国における税効果会計の体系的基準は、既に 1967 年には、FASB 設立以前の米国の会
計基準設定主体である会計原則審議会（Accounting Principles Board；以下,「APB」という）
が公表した意見書第 11 号「法人所得税の会計（”Accounting for Income Taxes” ）」に始まる。





　APB から代わった FASB は、1992 年に、FASB 基準書第 109 号「法人所得税の会計




加算一時差異（taxable temporary differences）に税率を適用して繰延税金負債（deferred 
tax liabilities）を算定するとした。





　 国 際 会 計 基 準 委 員 会（International Accounting Standard Committee；IASC） は、
税効果適用なし 税効果適用

















当期純利益 1,400 2,200 1,800 1,800
表2　税効果会計適用による損益計算書への影響　　　　　　　　　　　　（単位：万円）
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1979 年に IAS 第 12 号「法人所得税の会計（”Accounting for Taxes on Income” ）」を発表
し、納税額方式（tax payable method）を認めず、税効果会計（tax effect accounting 
method）を導入した。しかし、その内容に幅広い選択肢があったため、それに対する批
判も強かった。後に再検討がなされ、1996 年 10 月には、資産負債法（1iability method）
に基づく新基準として IAS 改訂第 12 号「法人所得税（”Income Taxes” ）」が公表された。












年　月 公 表 主 体 内　　　　　容
昭和 42（1967）年 5 月 企業会計審議会 「連結財務諸表に関する意見書」
昭和 50（1975）年 6 月 企業会計審議会
「連結財務諸表に関する意見書」、「連結
財務諸表原則」
昭和 51（1976）年 3 月 日本公認会計士協会 「連結財務諸表作成要領」
昭和 54（1979）年 6 月 企業会計審議会 「外貨建取引等会計処理基準」
平成  9（1997）年 6 月 企業会計審議会
「連結財務諸表制度の見直しに関する意
見書」
平成 10（1998）年 5 月 日本公認会計士協会
「連結財務諸表における税効果会計に関
する実務指針中間報告」
平成 10（1998）年 7 月 日本公認会計士協会 「持分法会計に関する実務指針」
平成 10（1998）年 6 月 法務省・大蔵省
「商法と企業会計の調整に関する研究会
報告書」
平成 10（1998）年 10月 企業会計審議会
「税効果会計に係る会計基準の設定に関
する意見書」




平成 10（1998）年 12月 日本公認会計士協会
「個別財務諸表における税効果会計に関
する実務指針」
















　平成 10（1998）年 5 月、日本公認会計士協会は会計制度委員会報告第 6 号「連結財務
諸表における税効果会計に関する実務指針中間報告」を公表した。その内容は、詳細にし
て具体的かつ体系的で、FASB 基準書および会計基準の構成と共通点を持つ本格的なもの
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いる。これらの規則の適用は、平成 11（1999）年 4 月 1 日から施行されたが、平成 11（1999）
年 1 月決算の会社から早期適用が可能となった。
　6）「個別財務諸表における税効果会計に関する実務指針」












　表 4 は、平成 11（1999）年 3 月期決算における、わが国の税効果会計早期適用実態を
示したものである 12）。
業種 会社数 適用会社数 割合（%）
水産 6 0 0.0
鉱業 4 1 25.0
建築 106 18 17.0
食料品 44 10 22.7
繊維 36 4 11.1
パルプ・紙 17 2 11.8
化学工業 113 16 14.2
石油・石炭製品 5 0 0.0
ゴム製品 9 0 0.0
ガラス・土石製品 24 2 8.3
鉄鋼 35 12 34.3
非鉄金属 25 5 20.0
金属製品 25 4 16.0
機械 88 11 12.5
電器機器 129 21 16.3
輸送用機器 58 6 10.3
精密機械 19 7 36.8
その他製造 38 4 10.5
商業 95 17 17.9
金融・保険（銀行を除く） 46 3 6.5
表4　税効果会計早期適用会社数 　　　　 　　（平成 11（1999）年 3 月期）
− 161 −
税効果会計と銀行行動
不動産 17 3 17.6
陸運 32 6 18.8
海運 14 0 0.0
倉庫 10 1 10.0
通信 9 0 0.0
電気・ガス 14 0 0.0
サービス 27 5 18.5
平均 13.2
小計 1,045 158 15.1
銀行 96 91 94.8
合計 1,141 249 21.8
　
　個別財務諸表への税効果会計の適用は平成 11（1999）年 4 月 1 日以降に始まる事業年
度より強制適用されることになっていたが、平成 11（1999）年 4 月 1 日以前に始まる事
業年度に対しても、任意で適用可能となっていた。この結果、税効果会計を早期適用した
企業は表 4 でみるように、平成 11（1999）年 3 月期決算において東証一部上場会社 1,141
社のうち 249 社（21.82%）となっていた。前期までに連結財務諸表を SEC 基準で作成し、




249 社のうち銀行が 91 社を占めていることである。比較的税効果会計の早期適用会社
が多い鉄鋼や精密機器でもその業種のうちに税効果会計を適用した会社の占める割合は








　まず、平成 14（2002）年 3 月期決算における銀行の繰延税金資産計上額の繰延税金資
産の計上額について考察していく。
　平成 14（2002）年 3 月期決算では、銀行業 129 行の平成 13（2001）年度の繰延税金資
産計上額は合計で 10 兆 6,602 億 8,300 万円であり、資本勘定合計額 29 兆 588 億 3,000 万円
の 36.68% を占める結果となっている。これを、銀行業態別にみると、「大手 13 行」では
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億 5,200 万円の 47.13% を占める。「地銀」では繰延税金資産計上額の合計では 2 兆 37 億 3,000
万円となり、資本勘定合計額 9 兆 7,542 億 5,200 万円の 20.54% を占める。また、「第 2 地銀」
では繰延税金資産計上額は合計では 6,876 億 6,000 万円となり、資本勘定合計額 2 兆 3,967
億 9,900 万円の 28.69% を占めている。これらをみると、大手 13 行では資本勘定の 47.13%
が繰延税金資産によって計上されており、大手 13 行の繰延税金資産計上額合計 7 兆 9,688






























　平成 15（2003）年 5 月 17 日に、りそな銀行の救済があった。これは、前述の預金保険






























預金預け入れ 17,030 預金 223,540
特定取引資産 4,140 譲渡性預金（譲渡性預金証書） 4,140
有価証券 51,140 金融市場債務 53,150
貸出金 214,440 その他の債務 20,410
動産不動産 6,460
繰延税金資産 4,010 負債合計 301,240
貸倒引当金 ▲ 6,600
その他資産 13,370 株主資本 3,660
資産合計 340,900 負債・資本合計 340,900
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　表 5 のように、りそな銀行は、平成 15（2003）年 3 月期に 4,010 億円の繰延税金資産を
計上していたが、これは同行の株主資本 3,660 億円を上回る金額であり、加えて、平成 15
（2003）年 3 月期までの 3 期連続では損失計上していた状態にあり、財務状態は健全とは
言えなかった。
　　　繰延税金資産（4,000 億円）／ 5 年間 ／ 税率（40%）＝ 課税所得（2,000 億円）
課税所得（2,000 億円）－ 課税所得（2,000 億円）× 税率（40%）＝ 税引後所得（1,200 億円）
税引後所得（1,200 億円）／　株主資本（3,660 億円）=  ROE（32.78%）
　りそな銀行が、4,000 億円の繰延税金資産を 5 年間で償却するには、仮に税率を 40％と





























２）金融庁は、平成 14（2002）年 10 月に「金融再生プログラム―主要行の不良債権問題解決を通じ
た経済再生―」を公表し、金融監督基準の厳格化を表明したが、繰延税金資産の処理等の具体的
な会計指針については、平成 17（2005）年 9 月 22 日に公表した「自己資本比率規制の一部改正に
関する告示案」において、銀行が自己資本比率の計算に算入可能な繰延税金資産の上限を設定し、
その算入割合についても段階的に引き下げることを公表した。平成 18（2006）年 3 月には、銀行
が計上する繰延税金資産の自己資本算入を、コア自己資本の 40% 以下に制限し、さらに平成 20













７）平成 23（2011）年度税制改正で、40.69% から引き下げられた。平成 24（2012）年 4 月 1 日以後
開始する事業年度（平成 25（2013）年 3 月期）から適用される。実効税率 35.64% は、東京都の場
合の外形課税適用法人の税率で、適用外の法人の場合の税率は 37.11% となる。なお、平成 24 年
















17）平成 16（2004）年の法人税改正により、この 5 年間の損失繰越期間は、7 年間に延長された。但
し、このルールは平成 13（2001）年度以降に生じた損失についてのみ適用され、それ以前の損失
には適用されなかった。
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